
（単位：百万円）

No. 項目名
30年度
決定額 （

29年度
決定額 ） 局庁 頁

　農地中間管理機構による農地集積・集約化 24,474 ( 27,771 )

　農地中間管理機構の事業運営、農地の出し手に対する協力金の交付、農地利用
の最適化の推進のための農業委員会の活動等を支援

①農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化の加速化 11,160 （ 15,469 ）

　　うち機構集積支援事業 2,759 （ 2,943 ）

②農業委員会の活動による農地利用最適化の推進 16,073 ( 15,245 )

　農地中間管理機構関連農地整備事業＜公共＞ 66,731 ( - )

　農地中間管理機構の借入農地について、農業者の申請・同意・費用負担によら
ず、都道府県が基盤整備を実施することによる大区画化・汎用化等を促進

の内数

　農地耕作条件改善事業 29,832 ( 23,562 )

　農地中間管理機構による農地集積・集約化が行われる地域等において、農業者
の費用負担の軽減を図りつつ事業を実施すること等により、区画拡大等を促進

　樹園地の集積・集約化の促進（果樹農業好循環形成総合対策事業） 5,560 ( 5,660 )

　農地中間管理機構等が園地を借り受け、園地整備と改植を行う取組を支援
の内数 の内数

　農業経営法人化等の促進 5,968 ( 6,226 )

　円滑な経営継承など農業者のライフサイクルに応じた経営課題に関係機関と連
携して適切にアドバイスする経営相談体制の整備による法人化の推進等を支援

の内数 の内数

○農業経営法人化支援総合事業 910 ( 668 )

　農業人材力強化総合支援事業 23,265 ( 20,244 )

　次世代を担う人材を育成・確保するため、就農前後に必要な資金の交付、農業
法人での実践研修、海外研修への支援、農業経営塾の創出等を支援

○農業次世代人材投資事業 17,534 （ 14,013 ）

　経営体育成支援事業 2,721 ( 2,833 )

　地域の中心経営体等に対し、農業用機械・施設の導入を支援

　スーパーＬ資金の金利負担軽減措置 4,832 ( 5,646 )

　スーパーＬ資金の金利負担軽減特別融資枠の設定
の内数 の内数

　農業支援外国人適正受入サポート事業 173 ( - )

　国家戦略特区制度で新設された「農業支援外国人受入事業」の実施のため、地
域における外国人材のサポート体制の構築等を支援

　女性の活躍推進

42,256 （ 40,939 ）
の内数 の内数

○女性が変える未来の農業推進事業 96 （ - ）

　水田活用の直接支払交付金 330,400 ( 315,000 )

　米政策改革の着実な実行に向け、飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の本作化
や、産地交付金による地域の特色のある魅力的な産品の産地の創造を支援

　米穀周年供給・需要拡大支援事業 5,033 ( 5,033 )

　豊作の影響等により必要が生じた場合に、産地が自主的に行う米の年間を通じ
た安定販売、需要拡大等の取組を支援

　米粉の需要拡大・米活用畜産物等のブランド化等 108 ( 107 )

　米粉の需要拡大に向けた新製品の開発や飼料用米を活用した畜産物等のブラン
ド化等の取組を支援

　経営所得安定対策 289,423 ( 277,831 )

　米・麦・大豆等の土地利用型農業の経営安定を図るため、畑作物の直接支払交
付金、収入減少影響緩和対策等を実施

①畑作物の直接支払交付金 206,479 （ 194,991 ）
（所要額） （所要額）

②収入減少影響緩和対策交付金 74,552 （ 74,554 ）
（所要額） （所要額）

③経営所得安定対策等推進事業等 8,393 （ 8,286 ）
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（単位：百万円）

No. 項目名
30年度
決定額 （

29年度
決定額 ） 局庁 頁

　水田の畑地化・汎用化の推進による高収益作物の導入支援＜公共＞ 111,027 ( 103,395 )

　水田の畑地化・汎用化のための基盤整備とともに、転換に必要な水利用調整等
を円滑に進めるため、地区の負担軽減等を図り、高収益作物への転換を促進

の内数 の内数

　収入保険制度の実施 25,978 （ - ）

　農業保険法に基づき、収入保険制度の加入者の負担軽減を図るとともに、事務
が円滑に進められるよう、保険料、積立金等の国庫負担を実施

　農業共済関係事業 86,950 ( 88,235 )

　農業保険法に基づき、農業共済の加入者の負担軽減を図るとともに、事務が円
滑に進められるよう、共済掛金等の国庫負担を実施

　農業農村整備事業＜公共＞ 321,054 ( 308,404 )

　農地の大区画化・汎用化や水路のパイプライン化、老朽化した農業水利施設の
長寿命化、耐震化対策や突発事故への対応等を推進

　農地耕作条件改善事業 29,832 ( 23,562 )

　農地中間管理機構による農地集積・集約化が行われる地域等において、農業者
の費用負担の軽減を図りつつ事業を実施すること等により、区画拡大等を促進

　農業水路等長寿命化・防災減災事業 20,020 ( - )

　農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能を安定的に発揮させるため、機
動的かつ効率的な長寿命化対策及び防災減災対策を実施

　森林整備事業＜公共＞ 120,313 ( 120,313 )

　意欲と能力のある林業経営体や、同経営体が森林の経営・管理を集積・集約化
する地域に対し、間伐や路網整備、主伐後の再造林等を重点的に支援

　持続的林業確立対策 23,470 ( - )

　意欲と能力のある林業経営体を支援し、森林資源を最大限に活用するため、主
伐時の全木集材と再造林の一貫作業、路網整備、伐倒・搬出等を推進

の内数

　治山事業＜公共＞ 59,736 ( 59,736 )

　集中豪雨、流木被害の拡大等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地の復
旧・予防対策、総合的な流木対策の強化等を推進

　水産基盤整備事業＜公共＞ 70,000 ( 70,000 )

　漁港の集出荷機能の集約・強化や衛生管理、生産機能の強化、水産資源の回
復、漁業地域の防災、漁港施設の長寿命化・有効活用に係る対策を推進

　漁港機能増進事業 2,594 ( 1,000 )

　漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻すため、就労環
境の改善、安全性の向上、漁港施設の有効活用等に資する施設の整備を支援

　農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 91,650 ( 101,650 )

　地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対
策を支援

　強い農業づくり交付金 20,154 ( 20,174 )

　国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必要な
産地基幹施設の整備等を支援

　林業・木材産業成長産業化促進対策 23,470 ( - )

　木材産業等の競争力の強化を図るため、意欲と能力のある林業経営体との連携
を前提に、木材関連業者等が行う施設整備等を支援

の内数

　浜の活力再生交付金 6,770 ( 5,400 )

　浜の活力再生プランに位置付けられた共同利用施設の整備、プラン策定地域に
おける水産資源管理や防災・減災対策、プラン見直しに関する活動等を支援

　特殊自然災害対策施設緊急整備事業 150 ( 150 )

　火山の降灰被害に対応するための洗浄用機械施設等の整備やこれと一体的に行
う用水確保対策等を支援

　畜産・酪農経営安定対策 186,374 ( 176,272 )

　畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定を支援し、意欲ある生産者が経
営の継続・発展に取り組める環境を整備

（所要額） （所要額）

　酪農経営体生産性向上緊急対策事業 3,000 ( 6,000 )

　農業従事者の中でもとりわけ過酷な労働条件にある酪農家の労働負担軽減・省
力化に資する機器の導入等を支援
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（単位：百万円）

No. 項目名
30年度
決定額 （

29年度
決定額 ） 局庁 頁

　畜産生産能力・体制強化推進事業 526 ( 396 )

　繁殖基盤強化のため、肉用牛の繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産の推進とと
もに、生産基盤強化に向けた肉用牛・乳用牛・豚に係る家畜改良等を支援

　自給飼料の生産拡大 14,786 ( 14,168 )

　国産濃厚飼料の生産・利用体制の構築、放牧の推進、コントラクターの機能の
高度化、エコフィードの増産、飼料生産型酪農の拡大、草地整備等を推進

①飼料増産総合対策事業 971 （ 1,011 ）

②飼料生産型酪農経営支援事業 6,960 （ 6,960 ）

③草地関連基盤整備＜公共＞ 6,855 （ 6,197 ）

　野菜価格安定対策事業 16,558 ( 17,235 )

　野菜生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低落時における
生産者補給金の交付等を実施

（所要額） （所要額）

　新しい園芸産地づくり支援事業 1,406 ( 2,273 )

　水田地帯における園芸作物生産への転換や実需者ニーズに対応した加工・業務
用野菜への作付転換を支援

　次世代施設園芸の取組拡大 2,362 ( 2,501 )

　高度な環境制御技術、雇用型の生産管理技術等の習得のための実証・研修や次
世代型大規模園芸施設の整備等を支援

①次世代施設園芸拡大支援事業 362 ( 501 )

②強い農業づくり交付金（優先枠） 2,000 （ 2,000 ）

　果樹支援関連対策

　優良品種・品目への改植やそれに伴う未収益期間に対する支援や、労働生産性
の向上のための取組、果樹の輸出先における残留農薬基準の設定申請等を支援

①果樹農業好循環形成総合対策事業 5,560 ( 5,660 )

②果樹の輸出環境の整備の推進 565 （ - ）
の内数

　甘味資源作物生産支援対策 10,186 ( 9,795 )

　甘味資源作物生産者等の経営安定を図るための交付金を交付するとともに、さ
とうきび増産基金による病害虫防除・かん水など自然災害に対応した取組を支援

　地域特産作物支援関連対策

　茶や薬用作物など地域特産作物について、地域の実情に応じた生産体制の強化や
需要の創出等に関する取組や、茶の輸出先における残留農薬基準の設定申請を支援

①茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進事業 1,450 ( 1,614 )

②茶の輸出環境の整備の推進 565 （ - ）
の内数

　花き支援関連対策 758 ( 751 )

　国産花きの生産拡大を図るため、需要に合わせた生産・供給体制の強化、物流
の効率化、需要拡大に向けたプロモーション活動等を支援

①国産花きイノベーション推進事業 712 ( 751 )

②食品流通合理化促進事業のうち花き物流システム高度化・転換実証支援事業 46 （ - ）

　産地活性化総合対策事業 2,574 ( 2,355 )

　産地の活性化を図るため、「強み」のある産地形成、生産体制の高度化など、
生産現場での多様な課題の解決に向けた取組を支援

　食品流通拠点整備の推進 20,154 ( 20,174 )

　品質・衛生管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共同配送等に
必要なストックポイント等の整備を支援

の内数 の内数

　農業競争力強化プログラムの着実な実施に向けた調査 80 ( - )

　国内外における農業資材の価格、農畜産物の流通実態等を調査

　食品流通合理化促進事業 335 ( - )

　食品の流通構造の合理化を図るため、パレットの導入等による物流の効率化等
を支援するとともに、サプライチェーンを活用した輸出拠点化構想の策定を支援

　食品産業イノベーション推進事業 86 ( - )

　ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ技術の活用や人材育成等により、食品製造業から外
食・中食産業に至る食品産業全体の生産性向上を推進する取組を支援
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（単位：百万円）

No. 項目名
30年度
決定額 （

29年度
決定額 ） 局庁 頁

　農業生産関連事業の事業再編・事業参入の支援

　（株）農林漁業成長産業化支援機構、（株）日本政策金融公庫を通じ、事業再
編計画・事業参入計画の認定を受けた農業生産関連事業者等を出融資により支援 【財投資金】

①農林漁業成長産業化ファンドによる出資等 A-FIVE出融資枠

②日本政策金融公庫による資金の貸付け ㈱日本政策金融
公庫融資枠

　目標を明確にした戦略的な技術開発と社会実装の推進 7,938 ( 9,233 )

　農林漁業者等のニーズを踏まえた明確な研究目標に基づく技術開発、基礎的・
先導的な技術開発によるイノベーションの創出と研究成果の社会実装を推進

①目標を明確にした戦略的技術開発 7,786 （ 9,233 ）

②研究成果の社会実装の加速化 152 （ - ）

　協同農業普及事業交付金 2,409 ( 2,409 )

　普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援を行うとともに、担い手
のニーズに即した開発技術の迅速な社会実装を推進

　農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討事業 99 ( 110 )

　自動走行農業機械等のロボット技術に関する安全性の検証やルールづくり、ロ
ボット農機の完全自動走行の実現に必要な技術等の検証の取組を支援

　農業界と経済界の連携による生産性向上モデル農業確立実証事業 282 ( 313 )

　農業界と経済界が連携して行う生産性向上モデル農業の確立実証に向けた取組
を支援

　農林水産業の輸出力強化 5,769 ( 5,213 )

　「農林水産業の輸出力強化戦略」等の着実な実施に向け、オールジャパンでの
戦略的プロモーション等による海外販売促進活動の強化、輸出環境の整備を推進

①海外需要創出等支援対策事業 3,439 （ 3,219 ）

②輸出環境整備推進事業 565 （ 293 ）

③輸出促進に資する動植物検疫等の環境整備 1,047 （ 1,004 ）

　規格・認証、知的財産の戦略的活用の推進 1,013 ( 402 )

　規格・認証、知的財産を戦略的に活用し、日本の農林水産物・食品の輸出を促
進するとともに、日本の食品・食文化の普及を推進

①ＧＡＰ拡大の推進 614 （ - ）

②地理的表示保護制度活用総合推進事業 172 （ 174 ）

③植物品種等海外流出防止総合対策事業 95 （ 83 ）

④新たな種類のＪＡＳ規格調査委託事業 41 （ 45 ）

⑤日本発食品安全管理規格策定推進事業 91 （ 100 ）

　ＧＡＰ拡大の推進 614 ( - )

　国際水準ＧＡＰの取組・認証取得の拡大に向け、指導員等の育成・確保、認証
取得拡大の推進等を総合的に支援

　食料産業・６次産業化交付金 1,678 ( - )

　６次産業化に係る市場規模の拡大とともに、その付加価値を農村地域に還元さ
せるため、地域内に雇用を生み出す取組や施設整備を支援

　６次産業化の推進 2,432 ( 2,287 )

　新商品開発・販路開拓や施設整備、関係機関の連携の下での事業者等に対する
サポート体制の整備、外食・中食における地場産食材の取引先確保等を支援

の内数

①６次産業化支援対策 2,432 ( 2,287 )
の内数

②農林漁業成長産業化ファンドの積極的活用

　食育の推進と国産農林水産物の消費拡大 2,133 ( 861 )

　地産地消や和食文化の保護・継承をはじめとした食育の推進を図るとともに、
国産農林水産物の消費拡大の取組等を推進

の内数

①食育の推進 1,733 ( 340 )
の内数

②国産農産物消費拡大事業 400 （ 521 ）

　持続可能な循環資源活用総合対策 167 ( 231 )

　持続可能な循環資源の活用を図るため、バイオマスや再生可能エネルギーの活
用等の推進とともに、食品産業における食品ロス削減に向けた取組を支援

51 消費・安全局
食料産業局 156

52 食料産業局 158

49 食料産業局 151

50 食料産業局 153

【財投資金】
A-FIVE出融資枠125億円の内数

47 食料産業局
生産局 145

48 生産局 148

45 経営局 140

４．農林水産業の輸出力強化と農林水産物・食品の高付加価値化

46
国際部

消費・安全局
食料産業局

142

43 生産局 136

44 大臣官房 138

42 技術会議
事務局 133

41 食料産業局 131

　125億円の内数

6,150億円の内数



（単位：百万円）

No. 項目名
30年度
決定額 （

29年度
決定額 ） 局庁 頁

　安全な生産資材の供給体制の整備 380 ( 340 )

　農薬登録に関するシステム刷新、農薬等の残留基準値の設定等のための科学
データの収集分析、リスク管理措置の基礎となる分析・試験法の開発等を推進

　薬剤耐性対策 2,408 ( 2,259 )

　動物からヒトへの伝播が懸念されている薬剤耐性菌の調査・解析、農薬登録さ
れている抗菌剤の薬剤耐性のリスク評価に必要な調査等を実施

の内数 の内数

　消費・安全対策交付金 2,038 ( 1,910 )

　重要病害虫の侵入・まん延を防止し、一定期間内の根絶を図るための防除対策
の強化や、家畜の伝染性疾病の発生予防・まん延防止等の取組を支援

　家畜衛生等総合対策 5,503 ( 5,488 )

　鳥インフルエンザ等の家畜の伝染性疾病に係る水際対策の実施や、家畜伝染病
予防法に基づく発生予防・まん延防止対策、慢性疾病対策等を支援

　産業動物獣医師の育成・確保対策（獣医療提供体制整備推進総合対策事業） 189 ( 154 )

　産業動物獣医師の育成・確保のため、地域の産業動物獣医師への就業を志す獣
医大学への地域枠入学者・獣医学生に対する修学資金の貸与等を実施

　産地偽装取締強化等対策 269 ( 264 )

　原料原産地表示の円滑な導入を含め、適正な産地表示等を確保するため、食品
の科学的分析による原産地判別等を強化し、効果的・効率的な監視を実施

　食品の安全に係るリスク管理等の総合的な推進 515 ( 482 )

　有害化学物質・有害微生物の汚染実態調査、生産資材の調査・試験や分析・試
験方法の開発等を実施

　日本型直接支払 77,190 ( 76,960 )

　農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動、中山間地
域等における農業生産活動、自然環境の保全に資する農業生産活動を支援

①多面的機能支払交付金 48,401 （ 48,251 ）

②中山間地域等直接支払交付金 26,340 （ 26,300 ）

③環境保全型農業直接支払交付金 2,450 （ 2,410 ）

　中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 40,000 ( 40,000 )

　多様で豊かな農業と美しく活力ある農山村の実現や、地域コミュニティによる
農地等の地域資源の維持・継承に向けた取組を総合的に支援

（優先枠等）

　「農泊」の推進 5,655 ( 5,000 )

　「農泊」をビジネスとして実施できる体制の構築、地域資源の観光コンテンツ
としての磨き上げ、古民家等を活用した施設整備等を一体的に支援

　農山漁村振興交付金 10,070 ( 10,060 )

　都市と農山漁村の共生・対流や地域の活性化、山村の活性化、農福連携、都市
農業の機能発揮、定住・地域間交流、雇用の増大を促進するための取組を支援

　荒廃農地等利活用促進交付金 160 ( 231 )

　荒廃農地等を再生利用するための雑草・雑木除去や土作り等の取組を支援

　鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 10,516 ( 9,650 )

　鳥獣被害対策に必要な捕獲活動等の強化や施設整備支援、ジビエ利用拡大に向
けたモデル地区整備、森林被害防止のための広域・計画的捕獲等を実施

①鳥獣被害防止総合対策交付金 10,350 （ 9,500 ）

②シカによる森林被害緊急対策事業 166 （ 150 ）

　再生可能エネルギー導入等の推進 2,055 ( 966 )

　再生可能エネルギーの事業効果を地域の農林漁業の発展に活用する取組、小水
力発電等に係る調査設計、地域バイオマス活用に必要な施設整備等を支援

の内数 の内数

　木質バイオマスの利用拡大 400 ( - )

　集落を中心とした「地域内エコシステム」の構築に向けたモデル的な取組や、
新たなマテリアル利用の促進に向けた技術開発等を支援

No.67
参照

林野庁-

65 農村振興局
林野庁 193

66 食料産業局
農村振興局 196

64 農村振興局 191

61 農村振興局 183

62 農村振興局 187

63 農村振興局 189

59 消費・安全局 175

６．農山漁村の活性化

60 生産局
農村振興局 177

57 消費・安全局 171

58 消費・安全局 173

55 消費・安全局 166

56 消費・安全局 168

５．食の安全・消費者の信頼確保

53 消費・安全局 161

54 消費・安全局 164



（単位：百万円）

No. 項目名
30年度
決定額 （

29年度
決定額 ） 局庁 頁

　林業成長産業化総合対策 23,470 ( - )

　意欲と能力のある林業経営体に森林の経営・管理を集積・集約化する地域を中心とし
て、路網整備・機械導入など、川上から川下までの取組を集中的・総合的に支援

　森林整備事業＜公共＞ 120,313 ( 120,313 )

　意欲と能力のある林業経営体や、同経営体が森林の経営・管理を集積・集約化
する地域に対し、間伐や路網整備、主伐後の再造林等を重点的に支援

　森林・林業人材育成対策

　林業への就業前の青年に対する給付金の支給や、「緑の雇用」事業等による人
材の育成を支援

①「緑の人づくり」総合支援対策 4,862 ( - )

②成長産業化支援人材育成対策 23,470 （ - ）
の内数

　森林・山村多面的機能発揮支援対策　

　地域における自伐林業グループなどの活動組織が実施する森林の保全管理や森
林資源の利用等の取組を支援

①森林・山村多面的機能発揮対策 1,501 ( 1,700 )

②林業成長産業化総合対策のうち自立的経営活動推進 23,470 （ - ）
の内数

　治山事業＜公共＞ 59,736 ( 59,736 )

　集中豪雨、流木被害の拡大等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地の復
旧・予防対策、総合的な流木対策の強化等を推進

　花粉発生源対策推進事業 115 ( 115 )

　花粉症対策苗木への植替えの支援、花粉飛散防止剤の実証試験、スギ・ヒノキ
の雄花着花状況調査等を実施

　森林病害虫等被害対策事業 718 ( 718 )

　松くい虫等の森林病害虫等による被害対策として必要な取組を実施

　資源調査の充実による資源管理の高度化 4,606 ( 4,341 )

　資源状況の把握に関する精度向上や資源評価・管理に資するネットワーク等を
構築するとともに、国内資源管理の高度化と国際的な資源管理を推進

　漁業経営安定対策 21,780 ( 25,018 )

　計画的に資源管理等に取り組む漁業者に対する共済・積立ぷらすを活用した収
入安定対策、燃油や配合飼料の価格上昇に対するコスト対策等を実施

　漁業の成長産業化 16,410 ( 12,954 )

　漁業所得向上の実現に向け、漁業経営の持続力・収益力向上に向けた意欲ある
漁業者の取組や、多様なニーズに即した加工・流通体制の構築を支援

①漁業構造改革総合対策事業 4,850 （ 4,000 ）

②浜と企業の連携円滑化事業 126 （ - ）

③漁業人材育成総合支援事業 771 （ 927 ）

④加工・流通の高度化 1,083 （ 1,391 ）

　浜の活力再生交付金 6,770 ( 5,400 )

　浜の活力再生プランに位置付けられた共同利用施設の整備、プラン策定地域に
おける水産資源管理や防災・減災対策、プラン見直しに関する活動等を支援

　増養殖対策 1,451 ( 1,435 )

　資源造成効果等の実証、さけ・ますの種苗放流手法の改良、低魚粉配合飼料に
よる養殖技術の確立・普及、カワウ・外来魚の被害防止対策等を支援

　漁場環境保全・技術開発・普及促進 1,391 ( 1,466 )

　トド等の有害生物や赤潮等の漁業被害防止対策、漁場環境改善対策により海洋
生態系を維持しつつ、ＩＣＴ等に係る新技術の実証や水産業改良普及事業を実施

　水産多面的機能の発揮対策と離島漁業の再生支援 4,306 ( 4,306 )

　漁業者等が行う藻場・干潟の保全、国境・水域の監視等の地域活動を支援する
とともに、離島における漁業集落の再生活動を支援

　外国漁船操業対策等 14,780 ( 13,250 )

　我が国周辺海域における水産資源の管理と操業秩序の維持のため、外国漁船の
違法操業等に対する漁業取締体制等を維持・強化
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No. 項目名
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29年度
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　捕鯨対策 5,062 ( 5,062 )

　妨害活動対策を含む鯨類科学調査の安定的な実施、関係国との連携強化の支
援、調査母船のあり方を含めた我が国の目指すべき商業捕鯨の姿について検討

　水産基盤整備事業＜公共＞ 70,000 ( 70,000 )

　漁港の集出荷機能の集約・強化や衛生管理、生産機能の強化、水産資源の回
復、漁業地域の防災、漁港施設の長寿命化・有効活用に係る対策を推進

　漁港機能増進事業 2,594 ( 1,000 )

　漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻すため、就労環
境の改善、安全性の向上、漁港施設の有効活用等に資する施設の整備を支援

　有明海再生対策 1,765 ( 1,765 )

　有明海の再生に向けて、沿岸４県が協調した、海域環境の調査、増養殖対策、
漁場改善対策等を実施

その他
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